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平成 29 年の地方からの提案等に関する対応方針 

 

平成 29 年 12 月 26 日 

                          閣 議 決 定 

 

 

１ 基本的考え方 

 

地方分権改革については、これまでの成果を基盤とし、地方の発意に根差し

た新たな取組を推進することとして、平成 26 年から地方分権改革に関する「提

案募集方式」を導入した（「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」（平成

26 年４月 30 日地方分権改革推進本部決定））。 

地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫により課題解決を図る

ための基盤となるものであり、地方創生における極めて重要なテーマである。 

平成 29 年の取組としては、提案が出されて以降、これまで、地方分権改革有

識者会議、提案募集検討専門部会、地域交通部会等で議論を重ねてきた。 

今後は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017 改訂版）」（平成 29 年 12 月

22 日閣議決定）も踏まえ、以下のとおり、地方公共団体への事務・権限の移譲、

義務付け・枠付けの見直し等を推進する。 

 

 

２ 一括法案の提出等 

 

下記４から６までの事項のうち、法律の改正により措置すべき事項について

は、所要の一括法案等を平成 30 年通常国会に提出することを基本とする。 

現行規定で対応可能な提案については、その明確化が重要であるとの地方分

権改革有識者会議での議論等を踏まえ、以下のとおり、地方公共団体に対する

通知等を行う。 

調査を行うなど引き続き検討を進めることとしたものについては、関係府省

とも連携しつつ、内閣府において適切にフォローアップを行い、検討結果につ

いて、逐次、地方分権改革有識者会議に報告する。 

 

 

関連部分抜粋＋参考資料 
参考資料１ 
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３ 事務・権限の移譲に伴う財源措置その他必要な支援 

 

事務・権限の移譲に伴う財源措置については、地方公共団体において移譲さ

れた事務・権限を円滑に執行することができるよう、地方税、地方交付税や国

庫補助負担金等により、確実な財源措置を講ずるとともに、マニュアルの整備

や技術的助言、研修や職員の派遣などの必要な支援を実施する。 

 

４ 国から地方公共団体への事務・権限の移譲等（略） 
 

５ 都道府県から市町村への事務・権限の移譲等 
 

【内閣府】 

 

（１）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平 18 法 77） 

以下に掲げる事務・権限については、中核市に移譲する。 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定及び認定申請の受理（３

条１項、３項及び８項並びに４条１項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の審査（３条５項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園を認定する場合の協議（３条７

項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定をしない旨及び理由の通

知（３条９項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園を認定した場合の申請書の写し

の送付（３条 10項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園を設置した場合の公示（３条 11

項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園を設置した場合の公示をした際

の資料の提出（３条 12項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の取消し及びその公表

（７条） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る関係機関への協議
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及び教育委員会との連携確保（８条） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の変更の届出等（29条） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の報告の徴収等（30条） 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（２）子ども・子育て支援法（平 24法 65） 

 （ⅰ）以下に掲げる事務・権限については、中核市に移譲する。 

   ・教育・保育施設の区分に応じ、それぞれ定められた基準の遵守義務（34

条１項１号） 

・教育・保育施設の確認の取消し等（40 条１項２号） 

   （関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

（ⅱ）施設型給付費等に係る処遇改善等加算の加算率の認定に係る事務・権限

については、「施設型給付費等に係る処遇改善加算について」（平 27 内閣

府政策統括官（共生社会政策担当）、文部科学省初等中等教育局、厚生労働

省雇用均等・児童家庭局）を改正し、指定都市及び中核市に平成 29 年度か

ら移譲する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

［措置済み（平成 29 年４月 27日付け内閣府政策統括官（共生社会政策担

当）、文部科学省初等中等教育局、厚生労働省雇用均等・児童家庭局通知）］ 

 

【厚生労働省】 

 

（１）児童福祉法（昭 22法 164） 

放課後児童支援員認定資格研修の実施（放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準（平 26厚生労働省令 63）10条３項）の事務・権限について

は、平成 31年度から指定都市も実施できることとし、平成 30 年度中に省令を

改正する。 

 

  



 
 

4 

６ 義務付け・枠付けの見直し等 
 

【内閣府】 

 

（１）学校教育法（昭 22法 26）、児童福祉法（昭 22 法 164）、就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平 18 法 77）及び

子ども・子育て支援法（平 24法 65） 

特定教育・保育施設の施設監査（学校教育法、児童福祉法 46条１項及び 59

条１項並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律 19条に基づく監査等をいう。）及び確認監査（子ども・子育て支援法

14 条及び 38 条に基づく監査等をいう。）については、実施主体間で協議の上、

効率的・効果的な指導監査となるよう重複する監査事項を一元化できることと

し、地方公共団体に平成 29 年度中に通知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（３）児童福祉法（昭 22 法 164）、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平 18 法 77）及び子ども・子育て支援法（平

24法 65） 

地域子育て支援拠点事業（子ども・子育て支援法 59条９号及び児童福祉法６

条の３第６項）を委託している幼稚園や保育所が認定こども園に移行する場合

には、これまで一律に市区町村に当該事業の委託の継続を強く求めてきたが、

市区町村の実情に応じて適切に委託の継続の可否が判断できるよう、当該事業

と子育て支援事業（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律２条 12 号）の要件・効果等の違いを明確化することを含め、

「FAQ」の内容を見直し、地方公共団体に平成 29年度中に周知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（４）児童福祉法（昭 22法 164）及び子ども・子育て支援法（平 24 法 65） 

（ⅰ）市町村（特別区を含む。以下この事項において同じ。）が認定こども園に

おいて特定教育・保育（子ども・子育て支援法 27条１項）を受けた乳児又

は幼児の保護者が支払うべき額（子ども・子育て支援法施行規則（平 26 内

閣府令 44）２条２項１号。以下この事項において「利用者負担額」という。）
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の徴収事務に関与することについては、以下のとおりとする。 

・行政側の事情により過年度の利用者負担額を遡及して徴収する必要が

ある場合、必要に応じて市町村が直接保護者に対して説明を行い、施設

側による徴収事務の補助を行うよう、市町村に対して平成 29 年度中に

必要な周知を行う。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

・市町村が保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園及び

家庭的保育事業等に係る利用者負担額に関して、施設の設置者からの求

めに応じて行う徴収事務（児童福祉法 56 条７項及び８項並びに子ども・

子育て支援法附則６条７項）の在り方については、子ども・子育て支援

法附則２条４項に基づき、同法の施行後５年を目途として行う検討の際

に、制度全体の見直しの中で、対象となる施設の法的性格や対象を拡大

した場合の市町村の事務負担等を踏まえて検討し、必要があると認める

ときは所要の措置を講ずる。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（６）児童福祉法（昭 22法 164）及び認定こども園施設整備交付金 

認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関

する書類の統一化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方

公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、平成 29 年度中に結論を得る。

その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 （関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（15）私立学校振興助成法（昭 50 法 61）及び子ども・子育て支援法（平 24 法 65） 

認定こども園における特別支援に係る補助については、認定こども園の類型

や対象となる子どもの支給認定区分によって適用される事業が異なることに

よる利用者間の不公平性と地方公共団体等の事務の複雑さを解消するため、私

立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園等特別支援教育経費）（私立学校振興

助成法施行令（昭 51 政令 289）４条１項２号ロ）による補助の認定時期を柔軟

化するとともに、多様な事業者の参入促進・能力活用事業（認定こども園特別

支援教育・保育経費）（子ども・子育て支援法 59条４号）や地方交付税により

措置されている事業を含め、障害の有無の確認方法を明確化し、地方公共団体
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に平成 29年度中に通知する。 

また、これらの補助事業の一本化を含めた制度の在り方については、子ども・

子育て支援法附則２条４項に基づき、同法の施行後５年を目途として行う子ど

も・子育て支援新制度の見直しの中で検討し、その結果に基づいて所要の措置

を講ずる。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（18）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平 18 法 77） 

（ⅰ）幼保連携型認定こども園における保育教諭の配置基準（幼保連携型認定

こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平 26内閣府・

文部科学省・厚生労働省令１）５条３項）等に係る子どもの年齢の基準日

を年度途中に変更し、保育教諭等の配置基準が変わる場合の影響等につい

ては、園児の発達や環境への順応といった観点も踏まえながら、平成 30 年

度中に地方公共団体・認定こども園等に調査を行い、その結果に基づき必

要な対応を検討し、結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

また、配置基準等を満たさなくなった事業所に対する監査指導の流れに

ついて、改めて平成 29年度中に周知するとともに、保育士・保育所支援セ

ンターへの支援等を通じて、地方公共団体の保育教諭等確保の取組を支援

する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

（ⅱ）幼保連携型認定こども園の居室の床面積に関する条例制定の基準につい

ては、13条２項の規定により、「従うべき基準」とされているが、一部の区

域に限り、一時的措置として「標準」とする。 

（関係府省：厚生労働省） 

（ⅲ）幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準（平 26内閣府・文部科学省・厚生労働省令１）のうち、３歳未満児に対

する食事の外部搬入については、公立幼保連携型認定こども園における３

歳未満児に対する食事の外部搬入に関する構造改革特別区域推進本部評

価・調査委員会の次回の評価結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

（ⅳ）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法



 
 

7 

律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及

び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平 26内閣府・

文部科学省・厚生労働省告示２）のうち、幼保連携型認定こども園以外の

認定こども園における食事の提供に関し、３歳未満児に対する食事の外部

搬入については、幼保連携型認定こども園における３歳未満児に対する食

事の外部搬入の導入と併せて検討し、必要な措置を講ずる。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

（19）子ども・子育て支援法（平 24法 65） 

（ⅱ）子どものための教育・保育給付の認定（19条１項）については、以下の

とおりとする。 

   ・平成 29 年度中に府令を改正し、職権による支給認定の変更に関する市町

村（特別区を含む。）の事務負担を軽減できるよう、認定手続や保護者へ

の通知に関する事務について、一括処理を可能とすること等の必要な措

置を、平成 30 年度から講ずる。 

   ・子ども・子育て支援法附則２条４項に基づき、同法の施行後５年を目途

として行う検討の際に、制度全体の見直しの中で、上記認定手続等の事

務負担の軽減措置の状況等も踏まえ、支給認定の在り方について検討を

行い、必要があると認めるときは所要の措置を講ずる。 

（ⅲ）特定教育・保育施設の利用定員の設定又は変更に係る市町村長から都道

府県知事への同意を要しない協議（31条３項及び 32条３項）については、

届出とする。 

（ⅳ）特定教育・保育施設の設置者が利用定員を減少させる場合の手続（35条

２項）については、市町村の関与を強化することとし、所要の措置を講ず

る。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

（ⅴ）子ども・子育て支援交付金については、地方公共団体の円滑な申請手続

が可能となるよう、平成 30 年度から、当該交付金要綱の速やかな発出を

行うとともに、交付申請等の年間スケジュールを明確化する。 

（ⅵ）施設型給付費等の算定方法については、事業者及び地方公共団体の事務

負担の軽減の観点から、以下のとおりとする。 

  ・処遇改善等加算Ⅰ（特定教育・保育、特別利用教育、特定地域型保育、
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特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の

額の算定に関する基準等（平 27 内閣府告示 49）１条 21号）における賃

金改善実績報告書については、基準年度における賃金水準を適用した場

合の賃金総額の簡便な算定方法（平成 28 年度における処遇改善等加算

の取扱いについて（平 28内閣府子ども子育て本部参事官（子ども・子育

て支援担当）・文部科学省初等中等教育局幼児教育課・厚生労働省雇用均

等・児童家庭局保育課））に対応した様式への見直し等を行い、地方公共

団体に平成 29 年度中に通知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

  ・職員１人当たりの平均経験年数の算定に当たっての派遣労働者の取扱い

及び育児休業の取得期間等の取扱いについては、地方公共団体に平成 30

年度中に通知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

  ・施設・事業所が作成する職員の在職証明書については、記載すべき事項

等を整理し、地方公共団体に平成 30年度中に通知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

  ・国家公務員の給与改定に伴う公定価格（同告示１条 12 号）の改定につい

ては、関連予算の成立後、速やかに告示を改正し、地方公共団体に可能

な限り早期に必要な算定方法等を周知する。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

・広域利用時における請求事務等の取扱いについては、実態調査等を行っ

た上で、制度運用の在り方について検討し、平成 30 年度中に結論を得る。

その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：文部科学省及び厚生労働省） 

 

【文部科学省】 

 

（１）学校教育法（昭 22法 26）及び地方独立行政法人法（平 15法 118） 

公立幼稚園の管理・運営については、市町村の運営実態、公立幼稚園存続の

希望その他の具体的な状況を踏まえ、学校法人又は地方独立行政法人への包括

委託を含めた問題解決の方策について、公立幼稚園の設置者である地方公共団

体からの具体的な提案を受けて速やかに検討し、結論を得る。その結論を踏ま
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え、地方独立行政法人の業務の追加について速やかに検討し、結論を得る。こ

れらの結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 （関係府省：総務省） 

 

（３）地方自治法（昭 22法 67）及び学校給食法（昭 29法 160） 

  学校給食費（学校給食法 11条２項）の徴収又は収納の事務については、学校

給食費が物品売払代金（地方自治法施行令（昭 22 政令 16）158条１項４号）に

該当するため、私人に委託することが可能であることを、地方公共団体に平成

29年中に通知する。 

（関係府省：総務省） 

［措置済み（平成 29 年 11 月 30 日付け総務省自治行政局行政課、文部科学省

初等中等教育局健康教育・食育課通知）］ 

 

（11）学校給食法（昭 29法 160） 

学校給食費（11条２項）の徴収に係る地方公共団体の権限については、以下

のとおりとする。 

・地方公共団体による学校給食費の強制徴収を可能とする方向で検討し、平成

30年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：内閣府） 

・地方公共団体から私人への学校給食費の徴収又は収納の事務の委託について

は、地方公共団体が学校給食費を強制徴収できることに併せて、所要の措置

を講ずる。 

 

（17）子ども・子育て支援法（平 24法 65） 

（ⅰ）幼稚園における２歳児の受入れに対する支援の在り方については、平成

30 年度に２歳児特有の発達を踏まえた配慮や３歳児以降の幼稚園教育と

の円滑な接続等に係る調査研究を実施した上で、その結果を踏まえて検討

し、平成 31年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：内閣府） 

 

 

【厚生労働省】 
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（３）児童福祉法（昭 22法 164） 

（ⅰ）保育所における保育士の配置基準（児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準（昭 23厚生省令 63）33 条）に係る子どもの年齢の基準日を年度途

中に変更し、保育士の配置基準が変わる場合の影響等については、児童の

発達や環境への順応といった観点も踏まえながら、平成 30 年度中に地方

公共団体・保育所等に調査を行い、その結果に基づき必要な対応を検討し、

結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

   また、配置基準等を満たさなくなった事業所に対する監査指導の流れに

ついて、改めて平成 29年度中に周知するとともに、保育士・保育所支援セ

ンターへの支援等を通じて、地方公共団体の保育士確保の取組を支援する。 

（ⅱ）保育所の居室の床面積に係る基準（児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準（昭 23厚生省令 63）32 条）を、「従うべき基準」から「標準」とす

る特例が適用される地域の基準（地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第四条の基準

を定める省令（平 23 厚生労働省令 112））については、市町村（特別区を

含む。以下この事項において同じ。）が保育の受け皿整備のための土地確保

施策を行ってもなお、当該市町村における土地確保が困難であり、その旨

が当該市町村により明らかにされている場合の公示地価要件の在り方に

ついて検討し、平成 29 年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な

措置を講ずる。 

   また、本特例の適用期間（地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚

生労働省関係政令等の整備及び経過措置に関する政令（平 23 政令 289））

の延長についても併せて検討し、平成 29 年度中に結論を得る。その結果

に基づいて必要な措置を講ずる。 

（ⅲ）放課後児童健全育成事業（子ども・子育て支援法（平 24法 65）59条５

号及び児童福祉法６条の３第２項）に従事する者及びその員数（児童福祉

法 34条の８の２第２項）に係る「従うべき基準」については、子どもの安

全性の確保等一定の質の担保をしつつ地域の実情等を踏まえた柔軟な対

応ができるよう、参酌化することについて、地方分権の議論の場において

検討し、平成 30 年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を
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講ずる。 

（ⅳ）上記のほか、当該事業の実施については、以下のとおりとする。 

・放課後児童支援員（放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準（平 26厚生労働省令 63）10 条１項）の員数については、登録児童数

が少ない場合、地域の人口が少ない場合又は学校との連携が可能な場合

等に対応できるように、地方分権の議論の場において検討し、平成 30年

度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

・「放課後子ども総合プラン」（平 26文部科学省生涯学習政策局、文部科学

省大臣官房文教施設企画部、文部科学省初等中等教育局、厚生労働省雇

用均等・児童家庭局）に基づく、放課後子供教室と一体型の放課後児童

クラブの実施については、地域の実情を踏まえた運用ができるよう、児

童の数が 20 名未満の場合における人員配置の考え方を検討し、平成 30

年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 （関係府省：文部科学省） 

・放課後児童支援員の基礎資格等については、一定の実務経験があり、か

つ、市町村長が適当と認めた者に対象を拡大することとし、平成 29 年度

中に省令を改正する。 

・子育て支援員研修（放課後児童コース）修了者が放課後児童支援員認定

資格研修（同省令 10 条３項。以下この事項において「認定資格研修」と

いう。）の受講に必要とされる実務経験については、平成 30年度中に結

論を得る方向で検討する。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

・認定資格研修の受講科目については、認定資格研修及び子育て支援員研

修の実施状況に係る調査を踏まえ、子育て支援員研修（放課後児童コー

ス）修了者及び児童厚生員研修修了者について重複する科目を一部免除

することについて検討し、平成 30年度中に結論を得る方向で検討する。

その結果に基づいて平成 31 年度までに必要な措置を講ずる。 

・認定資格研修の経過措置については、当該研修の受講状況を踏まえ、経

過措置期間終了後も継続した放課後児童クラブの実施体制が維持され

ることを念頭に、今後経過措置期間をどのように扱うかを含め検討を行

い、平成 30 年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず

る。 

（ⅴ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭 23厚生省令 63）のうち、
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食事の提供に関する規定については、以下のとおりとする。 

・保育所の設備の基準の特例（同省令 32 条の２）については、公立保育

所における食事の外部搬入に関する平成 29 年度の構造改革特別区域推

進本部評価・調査委員会の評価結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（ⅵ）一時預かり事業の職員配置（児童福祉法施行規則（昭 23 厚生省令 11）

36 条の 35）については、１日の子どもの受入れ数がおおむね３名以下で

あって、当該事業が保育所等と一体的に運営されており、当該保育所等内

の同一の場所において、保育所等を利用する子どもと合同で預かる場合の

職員配置等の在り方について検討し、平成 29 年度中に結論を得る。その

結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 （ⅻ）子育て短期支援事業（６条の３第３項）の実施施設については、子育て

短期支援事業の実施先として、里親支援機関が委託する里親（６条の４）

を対象とすることも含め、課題を整理しながら検討し、平成 30年度中に結

論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 

（６）児童福祉法（昭 22法 164）及び子ども・子育て支援法（平 24 法 65） 

（ⅰ）子育て短期支援事業（子ども・子育て支援法 59 条６号及び児童福祉法６

条の３第３項）については、住民に身近であって、適切に児童等を保護す

ることができる場合、介護施設等を実施施設とすることが可能であること

を、地方公共団体に全国会議等を通じて平成 29 年度中に周知する。 

（ⅲ）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平 26 厚生労働省令 61）

のうち、連携施設及び食事の提供に関する規定については、以下のとおり

とする。 

・家庭的保育事業者等が保育所、幼稚園又は認定こども園との連携によっ

て適切に確保しなければならない連携協力項目のうち、「必要に応じて、

代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提供

することができない場合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供す

る保育をいう。以下同じ。）を提供すること」（同省令６条２号）につい

ては、保育所、幼稚園又は認定こども園以外の保育を提供する事業者か

ら確保できるようにするための方策を検討し、平成 29 年度中に結論を

得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。  

（関係府省：内閣府） 
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・家庭的保育事業における食事の提供（同省令 15 条）及び食事の外部搬

入（同省令 16 条）については、居宅で保育が行われている家庭的保育

事業の特性を踏まえ、現行の経過措置（同省令附則２条）を延長すると

ともに、連携施設（同省令 16条２項１号）、同一又は関連法人が運営す

る事業所等（同項２号）及び共同調理場等（同項３号）以外の一定の事

業者からの搬入を可能とするため、平成 29 年度中に必要な措置を講ず

る。 

（関係府省：内閣府） 

（ⅳ）延長保育事業（子ども・子育て支援法 59 条２号）又は一時預かり事業

（子ども・子育て支援法 59 条 10号及び児童福祉法６条の３第７項）を実

施する保育所等を運営する法人が同一敷地内で放課後児童健全育成事業

（子ども・子育て支援法 59 条５号及び児童福祉法６条の３第２項）を実

施する場合については、「延長保育事業実施要綱」（平 28 厚生労働省雇用

均等・児童家庭局）及び「一時預かり事業実施要綱」（平 28 厚生労働省雇

用均等・児童家庭局）を改正し、放課後児童健全育成事業の利用児童数が

おおむね２人以下である場合に、延長保育事業又は一時預かり事業及び放

課後児童健全育成事業の対象児童を合同で保育することを可能とする。 

  （関係府省：内閣府） 

  ［措置済み（平成 29 年４月３日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局通

知、平成 29 年４月３日付け文部科学省初等中等教育局、厚生労働省雇用

均等・児童家庭局通知）］ 

 

（31）子ども・子育て支援法（平 24法 65） 

（ⅰ）子ども・子育て支援交付金の交付事業のうち、子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センター事業）（59 条 12号及び児童福祉法（昭

22法 164）６条の３第 14項）の実施については、以下のとおりとする。 

  ・子どもの預かりの場所については、自宅以外の施設等での預かりが可能

であることを明確化し、かつ、原則として援助会員の自宅としている規

定を見直すため、「子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・セ

ンター事業）実施要綱」（平 29 厚生労働省雇用均等・児童家庭局）を平

成 30年４月に改正する。 

  ・会員数要件については、当該事業全体の実施状況に係る調査を実施し、
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50 人未満のほか、現在交付対象となっている会員数 50 人以上の市町村

も含め、会員数の区分及び基準額について検討を行い、平成 30年度中に

結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

  ・広域利用時における請求事務等の取扱いについては、実態調査等を行っ

た上で、制度運用の在り方について検討し、平成 30 年度中に結論を得

る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

   （関係府省：内閣府及び文部科学省） 

 

（39）保育士修学資金貸付等制度実施要綱 

保育士修学資金貸付等制度実施要綱（平 28厚生労働事務次官）のうち、就職

準備金貸付については、一層の活用を図るため、当該貸付制度の取組実績を公

表するなどの取組を平成 29 年度中に行う。 

 

（41）保育所等施設整備交付金 

保育対策総合支援事業に係る補助金の交付要綱については、地方公共団体に

よる適正かつ円滑な執行のために、予算成立後速やかに周知を行うこととする。 

 

【国土交通省】 

（５）建築基準法（昭 25法 201） 

居室の採光基準については、既存建築物から保育所への転用等を促進するた

め、保育所の保育室等の実態に応じた採光の代替措置の合理化、土地利用の現

況に応じた採光補正係数の選択制の導入、一体利用される複数居室の有効採光

面積の計算方法の弾力化を図ることとし、平成 29年度中に告示を改正する。 

 （関係府省：内閣府及び厚生労働省） 
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以
上
」で
は
全
国

1,
71

8市
区
町
村
の
うち
約
８
％
、緩

和
案
に
見
直
した
場
合
に
は
約

17
％
が
該
当
。

要
件

①
市
区
町
村
が
、受

け
皿
整
備
の
た
め
の
土
地
確
保
施
策
（
※
）
を
行
って
も
な
お
、当

該
市
区
町
村
に
お
け
る
土
地
確
保
が
困
難
な
場
合
。

※
土
地
の
有
効
活
用
（
公
有
地
・空
き
家
・都
市
公
園
・学
校
等
の
空
き
教
室
、民

有
地
マ
ッチ
ン
グ
等
を
活
用
した
保
育
所
の
整
備
状
況
）
、賃

貸
借
方
式
に
よ
る
保

育
の
受
け
皿
整
備
、多

様
な
保
育
の
実
施
（
小
規
模
保
育
事
業
、家

庭
的
保
育
事
業

等
）
、送

迎
バ
ス
に
よ
り広

域
的
に
保
育
所
等
を
利
用
す
る
事
業
の
実
施
、

大
規
模
マ
ン
シ
ョン
で
の
保
育
の
受
け
皿
整
備

等
を
想
定
。

②
当
該
市
区
町
村
に
よ
り上

記
の
施
策
を
行
って
も
な
お
、土

地
確
保
が
困
難
で
あ
る
こと
が
説
明
され
、公

表
され
て
い
る
こと
。

対
応

方
針

p.
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３
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
提
案
内
容
を
踏
ま
え
、児

童
の
生
活
及
び
遊
び
の
場
を
提
供
す
る
上
で
、優

秀
な
人
材
を
広
く放
課
後
児
童
支
援
員
とし
て
登
用
す
る
。

→
基
準
省
令
を
改
正
し、
以
下
の
者
を
新
た
に
放
課
後
児
童
支
援
員
認
定
資
格
研
修
を
受
講
で
き
る
者
とし
、放

課
後
児
童
支
援
員
に
な
る
こと
が

で
き
る
途
を
開
く 。

※
改
正
後
の
基
準
省
令
は
、2

01
8（

平
成

30
）
年
４
月
１
日
施
行
予
定
。

放
課
後
児
童
支
援
員
の
基
礎
資
格
の
拡
大
に
つ
い
て

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
児
童
福
祉
法
第

34
条
の
８
の
２
の
規
定
に
基
づ
き
、放

課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（
放
課
後
児
童
クラ
ブ
）
の
設
備
及
び
運
営
に
関
して
、

事
業
に
従
事
す
る
者
及
び
そ
の
員
数
に
つ
い
て
は
、放

課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
基
準
省
令
）
に
従
い
条

例
を
定
め
る
こと
とさ
れ
て
い
る
。

○
基
準
省
令
に
お
い
て
、事

業
者
は
、事

業
の
支
援
単
位
ご
とに
、放

課
後
児
童
支
援
員
を
２
名
以
上
置
くこ
とと
され
て
お
り、
放
課
後
児
童
支
援

員
は
、基

準
省
令
第

10
条
第
３
項
各
号
に
定
め
る
基
礎
資
格
を
有
して
い
る
者
で
あ
って
、都

道
府
県
知
事
が
行
う研

修
を
修
了
した
も
の
で
な
け

れ
ば
な
らな
い
と規

定
して
い
る
。

○
現
在
、高

等
学
校
を
卒
業
して
い
な
い
者
に
つ
い
て
は
、放

課
後
児
童
支
援
員
とな
る
た
め
の
研
修
を
受
講
す
る
基
礎
資
格
が
な
く、
放
課
後
児

童
支
援
員
に
な
れ
な
い
。

２
．
提
案
内
容
・背
景

○
放
課
後
児
童
クラ
ブ
で
働
く方
の
中
に
は
、中

卒
で
あ
り放

課
後
児
童
支
援
員
に
は
な
れ
な
い
が
、経

験
豊
富
で
評
価
の
高
い
方
も
多
く、
中
卒
者

に
も
基
礎
資
格
を
拡
大
す
べ
き
で
あ
る
。（

豊
川
市
、半

田
市
、出

雲
市
か
らの
提
案
）

５
年
以
上
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
に
従
事
した
者
で
あ
って
、市

町
村
長
が
適
当
と認

め
た
も
の

対
応

方
針
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「代
替
保
育
」の
提
供
先
の
緩
和
に
つ
い
て

【受
け
皿
の
確
保
】

卒
園
後
の
３
～
５
歳
児
の
受
け
皿
の
確
保

【保
育
内
容
に
関
す
る
支
援
】

集
団
的
保
育
を
体
験
させ

る
機
会
の
提
供
や
食
事
の
提
供
に
関
す
る
支

援
、合

同
で
の
健
康
診
断
の
実
施
や
園
庭
の
開
放
、家

庭
的
保
育
事
業

等
へ
の
助
言

【代
替
保
育
の
提
供
】

職
員
が
病
気
な
どに
よ
り保

育
を
提
供
す
る
こと
が
で
き
な
い
場
合
の
代
替

保
育
の
提
供

＜
家
庭
的
保
育
事
業
等
が
確
保
す
べ
き
連
携
＞

＜
連
携
施
設
＞

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

小
規
模
保
育
事
業
（
Ａ
型
、Ｂ

型
）
、事

業
所
内
保
育
事
業

※
家
庭
的
保
育
事
業
を
行
う場

所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
は
そ
の

他
市
区
町
村
が
適
切
と認

め
る
事
業
所
。

２
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
家
庭
的
保
育
事
業
を
行
う場

所
以
外
の
場
所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
に
あ
って
は
、認

可
事
業
とし
て
一
定
の
質
が
確
保
され
、規

模
に
よ
って
は
代
替
保
育
の
提
供
も
可
能
と考

え
られ
る
小
規
模
保
育
事
業
（
Ａ
型
、Ｂ
型
）
、事
業
所
内
保
育
事
業
か
ら確

保
す
る
こと
を
可
能
と

す
る
。

○
ま
た
、家

庭
的
保
育
事
業
を
行
う場

所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
に
つ
い
て
は
、事

業
の
規
模
等
を
勘
案
して
代
替
保
育
が
提
供
で
き
る
も

の
とし
て
市
区
町
村
が
適
切
と認

め
る
事
業
所
か
ら確

保
す
る
こと
を
可
能
とす
る
。

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
家
庭
的
保
育
事
業
等
は
、①

３
～
５
歳
児
の
受
け
皿
の
確
保
、②

集
団
保
育
の
提
供
な
どの
保
育
内
容
の
支
援
、③

職
員
が
病
気
の
場
合
等
の
代

替
保
育
の
提
供
、の
連
携
を
連
携
施
設
（
保
育
所
、認

定
こど
も
園
又
は
幼
稚
園
）
か
ら確

保
しな
け
れ
ば
な
らな
い
（
平
成

31
年
度
末
ま
で
の
経
過
措
置
あ
り）
。

⇒
「代
替
保
育
」の
連
携
の
確
保
は
施
設
側
の
抵
抗
感
も
あ
り難

しい
。家

庭
的
保
育
事
業
等
が
確
保
す
べ
き
連
携
の
うち
、代

替
保
育
の
提
供
を
任
意

項
目
とす
る
。（

埼
玉
県
越
谷
市
）

※
①
保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園
に
よ
る
連
携
が
著
しく
困
難
で
あ
る
こと
、②

代
替
保
育
の
実
施
に
よ
って
本
来
の
事
業
の
実
施
に
支
障
が
生
じな
い
こと
、

③
代
替
保
育
を
実
施
した
場
合
の
役
割
分
担
及
び
責
任
の
所
在
が
明
確
で
あ
る
こと
を
要
件
とす
る
。

対
応

方
針

p.
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⇒
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
食
事
の
提
供
の
特
例
に
つ
い
て
、現

に
幼
稚
園
等
へ
搬
入
を
実
施
して
園
児
の
食
の
安
全
性
等
が
一
定
程
度
担

保
され
て
い
る
と認

め
られ
る
民
間
事
業
者
も
対
象
に
す
べ
き
。（

特
別
区
長
会
）

２
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
約
８
～
９
割
の
家
庭
的
保
育
事
業
者
は
事
業
者
の
自
宅
で
保
育
を
提
供
して
お
り、
依
然
とし
て
、お
弁
当
持
参
が
多
い
現
状
に
あ
る
。

←
調
理
設
備
の
確
保
や
衛
生
的
な
維
持
が
困
難
等
の
理
由
で
自
園
調
理
へ
の
移
行
が
進
ん
で
い
な
い

←
個
人
事
業
主
が
約
８
割
を
占
め
、同

一
・系
列
法
人
が
な
い
た
め
外
部
搬
入
が
難
しい

○
以
上
を
踏
ま
え
、自

宅
で
保
育
を
提
供
して
い
る
家
庭
的
保
育
事
業
者
に
つ
い
て
、以

下
の
通
り現

行
基
準
を
見
直
す
。

※
５
つ
の
要
件
の
遵
守
が
前
提
：
①
責
任
の
明
確
化
・契
約
内
容
の
確
保

②
栄
養
士
に
よ
る
必
要
な
配
慮
の
実
施

③
適
切
な
外
部
搬
入
事
業
者
の
確
保

④
発
達
段
階
・ア
レ
ル
ギ
ー
等
へ
の
十
分
な
配
慮

⑤
食
育
計
画
に
基
づ
く食
事
の
提
供

○
あ
わ
せ
て
、自

園
調
理
へ
の
移
行
促
進
の
た
め
、家

庭
的
保
育
事
業
者
間
で
自
園
調
理
に
関
す
る
情
報
・ノ
ウ
ハ
ウの
共
有
や
環
境
整
備
が

可
能
に
な
る
よ
うな
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
設
置
、家

庭
的
保
育
事
業
者
が
自
園
調
理
を
行
う際

の
ガ
イド
ライ
ン
の
整
備
等
を
推
進
す
る
。

家
庭
的
保
育
事
業
に
お
け
る
食
事
の
提
供
体
制
の
検
討
に
つ
い
て

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
０
～
２
歳
児
の
保
育
に
つ
い
て
は
、個

々
の
子
ども
の
発
達
に
応
じた
離
乳
食
の
提
供
、ア
レ
ル
ゲ
ン
除
去
食
の
提
供
、体

調
不
良
時
の
お
か

ゆ
食
へ
の
変
更
等
臨
機
応
変
な
対
応
等
の
必
要
か
ら、
認
可
保
育
園
で
は
、自

園
調
理
が
原
則
。

○
家
庭
的
保
育
事
業
に
つ
い
て
も
自
園
調
理
が
原
則
で
あ
る
が
、新

制
度
創
設
時
に
市
町
村
に
よ
る
認
可
事
業
（
地
域
型
保
育
事
業
）
とし

て
位
置
づ
け
られ
た
際
、自

園
調
理
を
行
って
い
る
事
業
者
が
半
数
程
度
しか
な
か
った
こと
か
ら、
現
在

①
既
存
事
業
者
は
、５

年
間
（
～
平
成

31
年
度
末
）
自
園
調
理
の
原
則
の
適
用
を
猶
予
。

②
責
任
の
明
確
化
等
を
条
件
に
、連

携
施
設
で
あ
る
保
育
園
や
系
列
事
業
所
等
か
らの
外
部
搬
入
を
容
認
。

見
直
し前

見
直
し後

経
過
措
置
は
５
年

経
過
措
置

10
年
（
５
年
間
延
長
し、
平
成

36
年
度
末
ま
で
）

外
部
搬
入
に
つ
い
て
、

①
保
育
園
・幼
稚
園
・認
定
こど
も
園

②
同
一
・系
列
法
人
の
運
営
事
業
所
か
ら可

能
（
※
）

①
・②
に
加
え
、

③
保
育
園
な
どに
食
事
の
搬
入
を
行
って
お
り、
０
～
２
歳
児
に

ア
レ
ル
ギ
ー
対
応
等
の
配
慮
を
行
うこ
とが
で
き
る
と市

町
村
が
認

め
る
事
業
者

か
ら可

能
（
※
）
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